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 労働者とは、職業の種類を問わず、事業に使用される者で賃金を支払われている者をい

います。なお、具体的な取り扱いについては、次の事項をご参照下さい。 

 

● 労働保険対象者の範囲 

雇用される労働者は、常用、パート、アルバイ

ト、派遣等、名称や雇用形態にかかわらず、 

➀1週間の所定労働時間が２０時間以上であり、 

②３１日以上の雇用見込みがある場合 

には原則として被保険者となります。 

 ただし、次に掲げる労働者等は除かれます。 

◯季節的に雇用される者であって、次のいずれ

かに該当するもの 

・４か月以内の期間を定めて雇用される者 

・１週間の所定労働時間が３０時間未満である者 

◯昼間学生 

 

 

◯合名会社、合資会社、合同会社の社員は株式

会社の取締役と同様に取り扱い、原則として

被保険者となりません。 

◯有限会社の取締役は、株式会社の取締役と同

様に取り扱います。 

◯農業協同組合等の役員は、雇用関係が明らか

でない限り被保険者とはなりません。 

◯その他法人、又は法人格のない社団もしくは

財団の役員は、雇用関係が明らかでない限り

被保険者とはなりません。 

※保険料の対象となる賃金は、「役員報酬」の部

分は含まれず、労働者としての「賃金」部分

のみです。 

また、雇用保険被保険者が離職した場合は、

「雇用保険被保険者資格喪失届」と失業給付額

等の決定に必要な「離職証明書」の提出が必要

です。労働者から役員へ変わった場合は、公共

職業安定所へ別途ご確認ください。 
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 日々雇用される者又は 30日以内の期間を定め

て雇用される者のうち、日雇労働で生計を立て

ている者は日雇労働被保険者となります（臨時･

内職的な場合該当しません）。 

 

※雇用保険マルチジョブホルダー制度 

 令和 4 年１月 1 日以降、複数の事業所に雇用される 65 歳以上の労働者であって、そのうち 2 つの事業

所（１つの事業所における 1 週間の所定労働時間が 5 時間以上 20 時間未満であるものに限る。）の労働

時間を合計して 1 週間の所定労働時間が 20 時間以上であり、かつ、2 つの事業所のそれぞれの雇用見込

みが 31 日以上である場合、労働者本人からハローワークに申出を行うことで、申出を行った日から特例

的に雇用保険の被保険者となることができます。 

 

 


